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事　 業　 報　 告

(自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

 

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の

改善や政府による経済対策の効果等により、世界的な金融危機による景気

低迷から持ち直しの動きが見られるものの、欧米諸国における海外経済の

下振れ懸念や円高の進行、株式市場の低迷等、景気の二番底への懸念も払

拭できず、依然として先行きについては不透明な状況で推移いたしました。

このような経済環境のもと、当連結会計年度においては、グループ内の

各連結子会社に分散している研究開発や設計開発等の技術力を集中・集約

することにより効率化を図り、専門性を高めることにより商品開発力の強

化及び品質の向上等を行い、グループ全体の事業拡大と収益力向上を目的

として、あいエンジニアリング株式会社を設立する等、環境変化に機動的

に即応し、効率性や採算性を考慮した社内体制の強化・整備を図り、利益

重視の経営を推進いたしました。

この結果、当連結会計年度の売上高は、258億５千５百万円（前年同期比

10.9％増）となりました。利益面につきましては、営業利益は23億１千２

百万円（前年同期比49.3％増）、経常利益は29億１千５百万円（前年同期

比40.4％増）、当期純利益は、法人税等が３億６千９百万円税効果会計の

影響で減少したこと等により、21億３千２百万円（前年同期比120.7％増）

となりました。
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事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

「セキュリティ機器関連事業」につきましては、マンション向けセキュリ

ティシステムの売上が堅調に推移したものの、企業向け大型案件の利益率

が低下したこと等により、売上高は60億５千６百万円（前年同期比0.8％

増）、営業利益は５億８千１百万円（前年同期比29.7％減）となりました。

「カード機器及びその他事務用機器関連事業」につきましては、カード機

器事業は堅調に推移したものの、その他事務用機器関連事業において、企

業の設備投資抑制の影響を受けたこと等により、売上高は29億８千８百万

円（前年同期比26.0％減）、営業利益は３億９千５百万円（前年同期比

62.7％増）となりました。

「コンピュータ周辺機器関連事業」につきましては、主力商品である業務

用カッティングプロッタの販売が、景気の緩やかな回復傾向に伴い堅調に

推移したこと等により、売上高は61億６千７百万円（前年同期比2.8％

増）、営業利益は４億６千６百万円（前連結会計年度は２億１千７百万円

の損失）となりました。

「保守サービス関連事業」につきましては、企業の経費削減に伴うスポッ

ト修理・点検が減少したことや、保守部品の廃棄を行ったこと等により、

売上高は22億９千４百万円（前年同期比12.6％減）、営業損失は２千９百

万円（前連結会計年度は７千２百万円の利益）となりました。

「設計事業」につきましては、構造設計、耐震診断、建築設計、監理事業

により、売上高は42億９千６百万円（前年同期比130.2％増）、営業利益は

４億３千４百万円（前年同期比77.5％増）となりました。なお、設計事業

は、前第３四半期連結会計期間より事業を開始したため、前年同期比は５

ヵ月間の実績と比較しております。

「計測機器関連事業」につきましては、当連結会計年度後半以降の景気の

緩やかな回復に伴い堅調に推移したことや、営業体制の強化・整備を図っ

たこと等により、売上高は13億５千９百万円（前年同期比3.6％減）、営業

利益は２億４千２百万円（前年同期比31.5％増）となりました。

「リース・割賦関連事業」につきましては、売上高は21億７千１百万円（前

年同期比223.8％増）、営業利益は６千８百万円（前年同期比57.0％減）と

なりました。
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「その他関連品事業」につきましては、売上高は５億１千９百万円（前年

同期比24.3％減）、営業損失は１千１百万円（前連結会計年度は１億４千

４百万円の損失）となりました。

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト 売 上 高

セ キ ュ リ テ ィ 機 器 関 連 事 業 6,056百万円

カード機器及びその他事務用機器関連事業 2,988百万円

コ ン ピ ュ ー タ 周 辺 機 器 関 連 事 業 6,167百万円

保 守 サ ー ビ ス 関 連 事 業 2,294百万円

設 計 事 業 4,296百万円

計 測 機 器 関 連 事 業 1,359百万円

リ ー ス ・ 割 賦 関 連 事 業 2,171百万円

そ の 他 関 連 品 事 業 519百万円

なお、事業区分の方法については、従来、「計測機器関連事業」及び「リ

ース・割賦関連事業」は「その他関連品事業」に含めておりましたが、当

該事業区分の金額的重要性が増したため、当連結会計年度より「計測機器

関連事業」、「リース・割賦関連事業」として区分して表示することに変

更いたしました。

　

②　設備投資の状況

当連結会計年度中における設備投資の総額は３億１千万円で、その主な

ものは、生産設備及び金型、自社利用のソフトウエア等に係るものであり

ます。

 

③　資金調達の状況

該当する事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

区 分
第 １ 期

(平成19年６月期)
第 ２ 期

(平成20年６月期)
第 ３ 期

(平成21年６月期)

第 ４ 期
(当連結会計年度)
(平成22年６月期)

売 上 高(百万円) 7,588 23,674 23,308 25,855

当期純利益(百万円) 996 609 966 2,132

１株当たり当期純利益 18円13銭 11円10銭 17円60銭 38円85銭

総 資 産(百万円) 35,968 29,261 27,906 29,846

純 資 産(百万円) 21,717 20,507 20,205 21,186

１株当たり純資産額 395円18銭 373円55銭 368円06銭 385円95銭

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出しており

ます。また、１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から自己株式を控除して算出し

ております。

 　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係
該当する事項はありません。

 
②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ドッドウエル
ビ ー ・ エ ム ・ エ ス

2,992百万円 100％
セキュリティ機器、カードシステ
ム及び事務用機器類の販売、保守
サービス事業

グラフテック株式会社 3,000百万円 100％
計測機器及びコンピュータ周辺機
器の製造販売

（注）グラフテック株式会社につきましては、平成22年６月１日に資本金を7,572百万円から

3,000百万円に減資しております。
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(4) 対処すべき課題

当社グループは、セキュリティ機器関連事業、カード機器及びその他事務

用機器関連事業、コンピュータ周辺機器関連事業、設計事業等、多岐にわた

る事業活動を展開しており、それぞれの事業分野ごとに課題を抱えておりま

す。

グループの中核事業となっておりますセキュリティ機器関連事業につきま

しては、導入利用の多様化に対応するため、各方面と積極的に提携を進める

ことが課題となっております。

カード機器及びその他事務用機器関連事業につきましては、他社との業務

提携により協業ビジネスを強化し、特に金融、流通市場へのＩＣクレジット

カードの即時発行の推進と、国内市場における実績を踏まえた海外市場への

新たな事業拡大が課題となっております。

コンピュータ周辺機器関連事業につきましては、既に成熟市場となってい

ることから、商品の特性を生かした特定市場を目指す商品の開発、更に、輸

出比率が高いことから為替変動に伴う業績への影響を受けやすく、コスト低

減が課題となっております。

設計事業につきましては、民間需要が冷え込む中、官公庁を中心としたビ

ジネスにシフトし既に成果を挙げているものの、今後は新築・改修物件へ設

計段階からセキュリティシステムをスペックインさせること等により、グル

ープ内でのシナジー効果をあげていくことが課題となっております。

当社グループは、業績の拡大と収益力の向上のため、こうしたそれぞれの

事業体質をより強固にする課題解決のための施策を迅速に立案、実施する一

方、ホールディングカンパニーとしての特長を活かしながら、内部統制機能

の見直しと充実を図ることにより、コンプライアンス体制の一層の強化も図

ってまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成22年６月30日現在）

事 業 区 分 主 要 商 品 及 び 製 品

セキュリティ機器関連事業 デジタル監視システム機器

カード機器及びその他

事 務 用 機 器 関 連 事 業

カード発行システム機器、メーリングシステム機器、

鉄骨ＣＡＤシステム、その他事務用機器

コ ン ピ ュ ー タ 周 辺

機 器 関 連 事 業

インクジェットプロッタ、カッティングプロッタ、スキャナ、

サプライ用品等

保守サービス関連事業 保守サービス、消耗品

設 計 事 業 構造設計、耐震診断、建築設計、監理事業

計 測 機 器 関 連 事 業 計測器、レーザドップラ振動計、サプライ用品等

リース・割賦関連事業 リース・割賦仲介業

そ の 他 関 連 品 事 業 環境試験装置等

（注）事業区分の方法については、従来、「計測機器関連事業」及び「リース・割賦関連事業」

は「その他関連品事業」に含めておりましたが、当該事業区分の金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より「計測機器関連事業」、「リース・割賦関連事業」として区分し

て表示することに変更いたしました。
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(6) 主要な営業所及び工場（平成22年６月30日現在）

当 社 本　社 東京都中央区日本橋久松町12番８号

株 式 会 社
ド ッ ド ウ エ ル
ビー・エム・エス

本　社 東京都中央区日本橋久松町12番８号

支　店 札幌支店（札幌市）、仙台支店（仙台市）、

高崎支店（高崎市）、大宮支店（さいたま市）、

東京支店（東京都千代田区）、横浜支店（横浜市）、

新潟支店（新潟市）、金沢支店（金沢市）、

静岡支店（静岡市）、名古屋支店（名古屋市）、

京都支店（京都市）、大阪支店（大阪市）、

神戸支店（神戸市）、広島支店（広島市）、

福岡支店（福岡市）、鹿児島支店（鹿児島市）

営業所 青森営業所（青森市）、盛岡営業所（盛岡市）、

宇都宮営業所（宇都宮市）、水戸営業所（水戸市）、

長野営業所（長野市）、湘南営業所（藤沢市）、

岡山営業所（岡山市）、松山営業所（松山市）、

高松営業所（高松市）、長崎営業所（長崎市）、

熊本営業所（熊本市）、北九州営業所（北九州市）

グ ラ フ テ ッ ク
株 式 会 社

本　社 神奈川県横浜市戸塚区品濃町503番10号

事業所 藤沢事業所（藤沢市）、戸塚事業所（横浜市）、

日本橋事務所（東京都中央区）、関西事務所（吹田市）
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(7) 使用人の状況（平成22年６月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事業の種類別セグメントの名称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

セ キ ュ リ テ ィ 機 器 関 連 事 業 230名  2名減  

カード機器及びその他事務用機器関連事業 119名  34名減  

コ ン ピ ュ ー タ 周 辺 機 器 関 連 事 業 112名  17名減  

保 守 サ ー ビ ス 関 連 事 業 186名  3名減  

設 計 事 業 276名  10名増  

計 測 機 器 関 連 事 業 37名  1名減  

リ ー ス ・ 割 賦 関 連 事 業 2名  1名減  

そ の 他 関 連 品 事 業 23名  1名増  

全 社 （ 共 通 ） 17名  8名増  

合　　　計 1,002名  39名減  

（注）１．使用人数は就業人員数を記載しております。なお、臨時雇用者数の記載は省略いたし

ました。

２．全社（共通）の従業員数は、当社の就業人員のうち、特定のセグメントに区分できな

い管理部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平 均 勤 続 年 数

17名 － 42.5歳 17.2年

（注）１．使用人数は就業人員数を記載しております。なお、臨時雇用者数の記載は省略いたし

ました。

２．平均勤続年数は、出向受入者の当社グループ内での勤続年数を加算しております。

 

(8) 主要な借入先の状況（平成22年６月30日現在）

該当する事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当する事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成22年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 220,000,000株

②　発行済株式の総数 56,590,410株

③　株主数 14,071名

④　大株主（上位10名） 　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

佐々木　秀吉 109,600百株 19.97％

レスポワール投資事業有限責任組合
無限責任組合員　合同会社レスポワール

105,450百株 19.21％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

17,895百株 3.26％

あいホールディングス社員持株会 10,153百株 1.85％

東京海上日動火災保険株式会社 9,029百株 1.64％

第一生命保険株式会社 7,600百株 1.38％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

6,700百株 1.22％

野村信託銀行株式会社
（退職給付信託・三菱ＵＦＪ信託銀行口）

6,400百株 1.17％

株式会社　データロジック 5,600百株 1.02％

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　385036 4,834百株 0.88％

（注）１．当社は、自己株式1,695,568株を保有しておりますが、上記大株主の中には含めており
ません。

２．持株比率は、自己株式1,695,568株を控除して計算しております。

 　

(2) 新株予約権等の状況

該当する事項はありません。



－ 10 －

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年６月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 佐 々 木   秀　 吉

最高経営責任者（ＣＥＯ）
株式会社ドッドウエル　ビー・エム・エ
ス代表取締役社長
グラフテック株式会社代表取締役社長

代 表 取 締 役 社 長 中 西 明 典 　

取 締 役 唐 﨑 英 明 管理本部長

取 締 役 三 山 裕 三 弁護士

常 勤 監 査 役 田 口 詞 男  

監 査 役 安 達 一 彦 弁護士

監 査 役 石 本 哲 敏 弁護士

（注）１．平成21年９月29日開催の第３回定時株主総会において、新たに中西明典氏が取締役に

選任され、就任いたしました。

２．取締役三山裕三氏は、社外取締役であります。

なお、当社は、取締役三山裕三氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役安達一彦氏及び監査役石本哲敏氏は、社外監査役であります。

②　事業年度中に退任した取締役

氏 名 退 任 日 退任事由
退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

奥 　 文 郎 平成21年９月29日 辞任
代表取締役社長
最高執行責任者（ＣＯＯ）　

  



－ 11 －

③　取締役及び監査役の報酬等

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

５名
（１名）

75百万円
（６百万円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３名
（２名）

12百万円
（５百万円）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

８名
（３名）

 87百万円
（11百万円）

（注）１．上記には、平成21年９月29日開催の第３回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成19年２月23日開催の株式会社ドッドウエル　ビー・エム・

エス及びグラフテック株式会社の臨時株主総会において、当社設立に関する事項とし

て、年額40,000万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいてお

ります。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年２月23日開催の株式会社ドッドウエル　ビー・エム・

エス及びグラフテック株式会社の臨時株主総会において、当社設立に関する事項とし

て、年額9,000万円以内と決議いただいております。

ロ．社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額

該当する事項はありません。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

該当する事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

該当する事項はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　　名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 三 山 裕 三
当事業年度開催の取締役会７回全てに出席し、弁護士として
企業法務に精通しており、豊富な経験に基づき、適時、適切
な発言を行っております。

監 査 役 安 達 一 彦
当事業年度開催の取締役会７回及び監査役会６回全てに出席
しており、弁護士としての豊富な経験に基づき、専門的見地
から適切な発言を行っております。

監 査 役 石 本 哲 敏
当事業年度開催の取締役会７回及び監査役会６回全てに出席
しており、弁護士としての豊富な経験に基づき、専門的見地
から適切な発言を行っております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

社外取締役又は社外監査役として職務を遂行するにあたり善意かつ重

大な過失がないときは、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任につ

いて、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額をもって当該損害賠

償責任の限度額とする旨の責任限定契約を、全ての社外取締役及び社外

監査役と締結しております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　あらた監査法人

②　報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 31百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

70百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事

業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

 

③　非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務である財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する助言について

の対価を支払っております。

 

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と

することといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

当社は、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にするため「コンプライ

アンス規程」を定め、取締役及び使用人に法令・定款の遵守を徹底する。

また、徹底を図るため、内部監査室においてコンプライアンスの取組みを

横断的に統括する。

内部監査室は、当社及び子会社から成る企業集団のコンプライアンスの

状況等について監査を実施し、その活動を定期的に取締役会及び監査役会

に報告する。

 

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、顧客情報及び営業秘密等を管理するため「情報管理規程」を定

めるとともに、社内外を問わず業務上の全ての情報を保存及び管理するた

め「文書管理規程」を定める。

取締役会その他の重要会議の意思決定に関する情報や、その他の重要決

裁に関する情報についても、「文書管理規程」に基づき文書又は電磁的記

録媒体に記録し、適切に保存及び管理する。取締役及び監査役は、常時、

これらの情報を閲覧できる。

 

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク管理規程」を定め、各部門のリスクについての管理責

任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

内部監査室は、当社及び子会社から成る企業集団におけるリスク管理の

状況を監査し、その結果を定期的に取締役会に報告する。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の効率的な業務執行を確保するため、経営方針及び経営戦略に関

する重要事項については、子会社の取締役の参加を適宜求めつつ、代表取

締役会長、代表取締役社長、その他の取締役によって構成される経営会議

において事前に十分な審議を行うこととし、その上で、原則月１回開催さ

れる取締役会に諮り決定する。

　

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社は、当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るため、企業集団各社の重要事項の決定等に関し情報の共有化を図るとと

もに、企業集団全体の内部統制システムを構築し、その有効かつ適切な運

用を進める。

内部監査室は、企業集団各社の業務遂行状況等の監査を実施し、その結

果を企業集団各社の責任者に報告する。企業集団各社の責任者は、必要に

応じて内部統制の改善を実施する。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する体制

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。

 

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する体制

監査役の職務を補助する使用人の任命、異動等の人事に係る事項の決定

には、監査役会の意見を尊重する。また、監査役より監査業務に必要な命

令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の指揮命令を受けない。

 

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

取締役及び使用人は、監査役に対して、重大な法令・定款違反又は会社

に著しい損害を及ぼす虞のあることを発見した場合には、速やかに報告、

情報提供を行う。

監査役は、重要な意思決定の過程や業務執行の状況を把握するため、必

要がある場合には取締役及び使用人に説明を求めることができる。 
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、代表取締役会長、代表取締役社長及びその他の取締役等と定

期的に情報・意見交換を実施する。また、監査役は、当社の会計監査人か

ら会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行う等、連

携を図る。

　

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「コンプライアンス規程」を定め、当局と連携しつつ企業集団

全体として、社会の秩序や安定に脅威を与える反社会的な勢力に対して、

毅然とした態度で臨み、一切関係を持たない。

また、コンプライアンスマニュアルにおいて、反社会的勢力に対する行

動指針を示し、取締役及び使用人への周知徹底を図る。

(6) 会社の支配に関する基本方針

該当する事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年６月30日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

未 成 工 事 支 出 金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,586

6,734

5,197

512

2,969

127

177

534

110

1,034

431

826

△70

11,260

6,277

1,651

4,274

163

187

1,302

1,074

38

131

58

3,680

1,967

268

250

956

405

△167

流 動 負 債 5,978

支払手形及び買掛金 3,794

リ ー ス 債 務 201

未 払 金 823

未 払 費 用 109

未 払 法 人 税 等 95

前 受 金 405

賞 与 引 当 金 92

製 品 保 証 引 当 金 31

受 注 損 失 引 当 金 39

そ の 他 385

固 定 負 債 2,681

リ ー ス 債 務 519

繰 延 税 金 負 債 21

退 職 給 付 引 当 金 583

長 期 前 受 収 益 569

負 の の れ ん 748

そ の 他 238

負 債 合 計 8,659

純 資 産 の 部

株 主 資 本 22,143

資 本 金 5,000

資 本 剰 余 金 9,049

利 益 剰 余 金 9,234

自 己 株 式 △1,139

評価・換算差額等 △957

その他有価証券評価差額金 △517

為替換算調整勘定 △439

純 資 産 合 計 21,186

資 産 合 計 29,846 負 債 純 資 産 合 計 29,846

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 25,855

売 上 原 価 　 16,601

売 上 総 利 益 　 9,253

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 6,940

営 業 利 益 　 2,312

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 30 　

負 の の れ ん 償 却 額 419 　

そ の 他 247 697

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 8 　

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 49 　

そ の 他 37 94

経 常 利 益 　 2,915

特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 16 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 20 　

そ の 他 0 37

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 14 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 173 　

そ の 他 20 207

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 2,745

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 249 　

法 人 税 等 調 整 額 362 612

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 2,132

少 数 株 主 利 益 　 －

当 期 純 利 益 　 2,132

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

（単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年６月30日　残高 5,000 9,049 8,090 △1,139 20,999

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当  　 △988  △988

当 期 純 利 益   2,132  2,132

自 己 株 式 の 取 得    △0 △0

自 己 株 式 の 処 分  △0  0 0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 ― △0 1,144 △0 1,144

平成22年６月30日　残高 5,000 9,049 9,234 △1,139 22,143

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成21年６月30日　残高 △413 1 △382 △794 20,205

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △988

当 期 純 利 益     2,132

自 己 株 式 の 取 得     △0

自 己 株 式 の 処 分     0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△104 △1 △57 △162 △162

連結会計年度中の変動額合計 △104 △1 △57 △162 981

平成22年６月30日　残高 △517 － △439 △957 21,186

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成22年６月30日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未収還付法人税等

未 収 入 金

そ の 他

 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

 

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

 

1,089

392

38

0

4

355

297

0

    

22,769

0

0

2

2

    

22,766

501

21,478

634

152

    

流 動 負 債 1,843

短 期 借 入 金 174

１年以内返済予定の長期借入金 1,270

未 払 金 374

未 払 費 用 2

未 払 法 人 税 等 7

未 払 消 費 税 等 5

預 り 金 4

賞 与 引 当 金 4

そ の 他 0

固 定 負 債 600

長 期 借 入 金 600

そ の 他 0

負 債 合 計 2,444

純 資 産 の 部

株 主 資 本 21,635

資 本 金 5,000

資 本 剰 余 金 15,787

資 本 準 備 金 1,045

その他資本剰余金 14,742

利 益 剰 余 金 2,021

利 益 準 備 金 204

その他利益剰余金 1,816

繰越利益剰余金 1,816

自 己 株 式 △1,173

評価・換算差額等 △222

その他有価証券評価差額金 △222

純 資 産 合 計 21,413

資 産 合 計 23,858 負 債 純 資 産 合 計 23,858

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 2,249

売 上 原 価 　 －

売 上 総 利 益 　 2,249

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 354

営 業 利 益 　 1,895

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 14 　

受 取 配 当 金 15 　

雑 収 入 0 30

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 39 39

経 常 利 益 　 1,886

特 別 損 失 　 　

関 係 会 社 株 式 評 価 損 30 30

税 引 前 当 期 純 利 益 　 1,856

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 49 　

法 人 税 等 調 整 額 0 49

当 期 純 利 益 　 1,806

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

（単位：百万円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

平成21年６月30日　残高 5,000 1,045 14,742 15,787 164 1,037 1,202 △1,172 20,817

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

利益準備金の積立て     39 △39 －  －

剰余金の配当   　 　  △988 △988  △988

当 期 純 利 益      1,806 1,806  1,806

自 己 株 式 の 取 得        △0 △0

自 己 株 式 の 処 分   △0 △0    0 0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

         

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 39 778 818 △0 818

平成22年６月30日　残高 5,000 1,045 14,742 15,787 204 1,816 2,021 △1,173 21,635

 

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年６月30日　残高 △128 △128 20,689

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

利益準備金の積立て   －

剰余金の配当   △988

当 期 純 利 益   1,806

自 己 株 式 の 取 得   △0

自 己 株 式 の 処 分   0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△93 △93 △93

事業年度中の変動額合計 △93 △93 724

平成22年６月30日　残高 △222 △222 21,413

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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会社の概要

商 号
あい ホールディングス株式会社
Ai Holdings Corporation

本店所在地
〒103-0005
東京都中央区日本橋久松町12番８号

電 話 番 号 03－3249－6335（代表）

設立年月日 平成19年４月２日

資 本 金 50億円

　

　

役　　　員

代表取締役会長
兼ＣＥＯ

佐々木　秀　吉

代表取締役社長 中　西　明　典

取 締 役 唐　﨑　英　明

取 締 役
（社外取締役）

三　山　裕　三

常 勤 監 査 役 田　口　詞　男

監 査 役
（社外監査役）

安　達　一　彦

監 査 役
（社外監査役）

石　本　哲　敏



株　主　メ　モ

事 業 年 度 毎年７月１日から翌年６月30日まで

期末配当金受領株主
確 定 日

毎年６月30日

中間配当金受領株主
確 定 日

毎年12月31日

定 時 株 主 総 会 毎年９月

株 主 名 簿 管 理 人
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

特別口座管理機関

同 連 絡 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目10番11号

電話 0120－232－711（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所（証券コード　3076）

公 告 の 方 法

電子公告により行います。ただし、電子公告によることがで

きない事故、その他のやむを得ない事由が生じたときには、

日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.aiholdings.co.jp

（ご注意）

１．株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、

原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっておりま

す。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三

菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀

行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀

行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店でもお取次ぎい

たします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。


